
別紙 
 

１．補助事業名 

令和３年度特別電源所在県科学技術振興事業補助事業 

 

２．補助事業の事業主体 

岡山県 

 

３．実施場所 

岡山県（岡山県庁）              〒700-8570 岡山県岡山市北区内山下二丁目４番６号 

産業労働部産業振興課 

農林水産部農政企画課 

環境文化部環境企画課 

岡山県工業技術センター                 〒701-1296 岡山県岡山市北区芳賀５３０１ 

岡山セラミックスセンター           〒705-0021 岡山県備前市西片上１４０６－１８ 

岡山県農林水産総合センター農業研究所     〒709-0801  岡山県赤磐市神田沖１１７４－１ 

岡山県農林水産総合センター生物科学研究所   〒716-1241 岡山県加賀郡吉備中央町吉川７５４９－１ 

岡山県農林水産総合センター畜産研究所          〒709-3494 岡山県久米郡美咲町北２２７２ 

岡山県農林水産総合センター水産研究所     〒701-4303 岡山県瀬戸内市牛窓町鹿忍６６４１－６ 

岡山県農林水産総合センター森林研究所       〒709-4335  岡山県勝田郡勝央町植月中１００１ 

岡山県環境保健センター            〒701-0298 岡山県岡山市南区内尾７３９－１ 

 

４．補助事業の概要 

岡山県の科学技術振興に資する研究開発や研究基盤の整備を図ることを目的に、県立試験研究機関での研究を推進するために必要な機

器の整備、維持等を行う整備事業及び県立試験研究機関や、県内の大学の研究者への委託による試験研究事業を実施した。 

なお、令和３年度は、整備事業として３９件の機器整備等、試験研究事業として３２件の試験研究を実施した。 

 

５．補助事業に要した経費及び補助金充当額 

補助事業に要した経費：４７４，６３９，４６７円 

補助金充当額    ：４７４，６３９，４６７円 

 

６．補助事業の成果及び評価 



(1) 成果 

本県では、ものづくりの高度化を目指した研究開発、セラミックスによる高機能耐火物の研究開発、生物生産の革新的技術開発、中

山間地域における高品質農産物生産の技術開発、高品質な畜産物の生産技術の開発、大気環境汚染物質調査等を実施しているところで

あり、本補助事業により、県立試験研究機関等への機器整備を行う整備事業及び県立試験研究機関や、県内大学の研究者への委託によ

る試験研究事業を実施した。 

・研究成果発表数（研究テーマ数） 

 58件（整備事業26件、試験研究事業32件） 成果目標41件 

・研究成果による技術移転・共同研究数（企業数） 

 23件（整備事業4件、試験研究事業19件）  成果目標17件 

 

ア 整備事業 

主なものとして、岡山県工業技術センターに、水素やホウ素等の軽元素の分析や試料深さ方向の元素分布を迅速かつ高精度に安定

して測定することができるグロー放電発光分光分析装置や、農林水産総合センター森林研究所に、各種乾燥条件（温度・湿度など）

で乾燥したヒノキの香り成分の定性・定量評価を行うことができるガスクロマトグラフ質量分析計を整備した。 

これらの機器整備の結果、県の主要産業である自動車部材などへの適用をはじめとして、小型農業機械などに適用される金属材料

の高機能化研究、岡山県産木材の需要拡大など、電源立地地域などの中山間地域の産業振興に大きく寄与することが可能となった。 

イ 試験研究事業 

岡山県工業技術センターにおいて、「ゴム材料の高性能化を目的とした不均一構造解析に関する研究」に取り組み、ゴム材料の不

均一構造を解明するため、硫黄変量試料や原子間力顕微鏡測定試料を作製し、引張試験等を実施した。 

また、大学の研究者への委託研究により実施した「高分子結晶や光電変換色素での被覆によるナノセルロースの表面改質と工業材

料および医用材料への応用」では、ナノセルロースを高分子結晶で被覆し分散性を向上させることで複合体への応用を検討するとと

もにセルロースナノファイバー薄膜を基材とする光電変換色素薄膜型人工網膜を作製し、安全性試験を実施した。 

これらの試験研究の成果を地元企業等に還元することで、電源立地地域を含む本県の産業の強みである医療・福祉・健康関連分野

や基盤技術関連分野の振興に大きく寄与するものである。 

 

(2) 評価 

本県の試験研究機関では、限られた行政資源を有効に活用し、試験研究を効率的、効果的に推進するため、試験研究機関ごとに外部

有識者で構成する外部評価委員会を設置しており、本補助事業による機器整備についても、適宜、機関評価を実施している。令和３年

度の機器整備に関する評価は、令和５年７月に実施予定である。 

また、試験研究事業の研究成果においても、外部の有識者等の審査員による評価を実施しており、大学の研究者への委託研究につい

ては、研究成果に関する平均得点率は約７４％であったことから、一定の成果が得ることができた。 

こうした評価を行うことで、今後の整備事業や試験研究事業の見直し等を適宜行い、本県の科学技術の振興に引き続き取り組む。 


